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エネルギー自給率各国比較（2012年） 

エネルギーの殆どを輸入に頼る日本にとって 
エネルギーセキュリティー観点からも 

保有率の高い 森林（木材）の活用 を格上げして考える時期に来ている 

※） 木材は、カーボンニュートラル 



各国エネルギー自給率 



日本のエネルギｰ輸入先(2010） 

 
  ●石油は中東依存度が強度に高い  （8７%が中東からの輸入） 
  ●天然ガスは中東への依存度が低い 
  ●石炭はオーストラリアが最大供給国 
 



日本の エネルギーセキュリティ 
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著名なレポート 2030年 石油生産予測 

Exxon  Mobile Outlook 2012 BP Energy Outlook 2012 DOE EIA AEO2009 

Petro Bras Outlook 2012 Colin Campbell 2009 

各機関での予測はマチマチ ⇒ 予測が出来ない、という解釈 



シェールガス・タイトオイル 

石油に比べ埋蔵量が豊富、
且つ近年の採掘法の進歩で
非在来型メタンの生産量が
急増してきた。 
一方、シェール層の開発によ
る地下水等の環境汚染も懸
念されている 

IEA新政策ｼﾅﾘｵにおける米国の石油供給予測 

Source: IEA World Energy Outlook 2012 

米国DOE(EIA)の米国天然ガス生産予測 

    非在来型メタン 
・シェールガス ・タイトサンドガス 

・コールベッドメタン 



シェールガス革命の影響 

 
 １．米国向けだったLNGが欧州市場へ流入      欧州ｶﾞｽ価格低下 
 
 ２. ﾛｼｱ産天然ｶﾞｽの欧州市場ｼｪｱ低下 
  
 ３. ﾛｼｱ政府のﾛｼｱ産天然ｶﾞｽのｱｼﾞｱ市場への売り込み 
 
 ４．北米では米国内で余剰となった石炭が輸出に周り石炭価格低下 
 
 ５．ｼｪｰﾙｶﾞｽ由来ｴﾁﾚﾝ増産による米国石油化学産業への投資増加 
 
 ６. ｼｪｰﾙ（頁岩）層からｼｪｰﾙｵｲﾙ（ﾀｲﾄｵｲﾙ）が産出されると原油取引価格で 
    
   売買できるが、ｼｪｰﾙｶﾞｽだけが産出されると採算割れ   
 

北米のｼｪｰﾙｶﾞｽ革命の影響 

資源ｴﾈﾙｷﾞ庁 ｴﾈﾙｷﾞｰ白書2013 



エネルギー 資源 まとめ 

石油は今後既存油田の枯渇、非在来型石油の高い
コストにより、液体燃料価格が上昇、 
またｼｪｰﾙｶﾞｽ革命による燃料への影響も大きくなる 

エネルギーの殆どを輸入に頼る日本にとって 

原油の枯渇以外のエネルギーセキュリティー問題も 

深刻な課題 

日本の唯一の大きなエネルギー資源である 

木材の活用を、 

格上げして考える時期に来ている。 



各国の発電端CO2排出原単位 
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日本の2009年と2011年比較 

    IEA：Energy Balances of OECD Countries 2011 / Energy Balances 

of Non-OECD Countries 2011  

日本は、原発停止により、CO2排出量が増加 

原単位 ： 発電量あたりの CO2排出量 



発電方法別 Well to Wheel で見たEV走行時のCO2排出量 

103 
g/km 
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55.1 
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赤字：EVのCO2排出量（Fit EVのJC08 AC電費106wh/kmで計算したもの） 

ＥＶのCO2排出量は、発電電源の形態で決まり 
石炭火力では現状ICEより悪い場合もある。 

再生可能エネルギーによる発電はCO2削減に大きな効果を持っている。 
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総発電量 

1049 TWｈ 
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  ●日本では東日本大震災以降の原発の   
   稼働停止状態が長期化し、火力発電 
   依存度が高まり発電のCO2原単位が 
   増加している 
 

IEA Energy Balances of OECD Countries 2013  
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日本の電力事情 の 変化 

2012年 
総発電量 
１０２３ TWｈ 



水力・地熱 

再生可能 

  日本の電力サンキーダイヤグラム(2010年度）     
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IEA Energy Balances of OECD Countries 2012 より  

418 

日本の 

1次ｴﾈﾙｷﾞｰ総量 

20092 (PJ) 

日本の発電に 

供給される 

1次ｴﾈﾙｷﾞｰ総量 

9332 (PJ) 

日本の消費電力量  

3590 (PJ) 

日本の発電電力量  

3999 (PJ) 

  

 ● 2010年日本では、1次ｴﾈﾙｷﾞｰ全体の46%が発電に使われ、 
    全体平均効率43%(LHV)で発電している  
    （火力発電の効率は 石炭：42.5%，石油：46.5%，天然ガス：48.5%） 
  

 ● 電力消費の割合は、家庭：30.6%，民生：34%，産業：33.5%，運輸：1.9%   
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（社）日本ガス協会 2010.12.8 
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8000kW 級 
発電効率50% 

★ 

SOFC+GT,ST 
<目標値：発電効率67%> 

個体酸化物燃料電池（SOFC） 
<目標値：発電効率50%> 

小型機 

大型機 

高分子電解質 
燃料電池（PEFC） 

予混合圧縮着火 
（HCCIｴﾝｼﾞﾝ） 

日本の火力発電の平均効率（省エネ法の平均発電効率） 
<需要端>LHV:40% 

火力発電の効率向上予測 

各種火力発電 発電効率目標 

平均 

発電効率 



火力発電の効率向上予測 

トリプルコンバインドサイクル 

発電効率の進化 



電力 質とコスト の課題 

 

 １．電力の質低下の懸念 
   ●震災後、火力発電所の稼働率が高まり、以前のような設備稼働率を下げて十分に 
     時間を掛けたメインテナンスができないため、長期にわたる発電効率の維持が難しくなる 
  
   ●発電 送電分離の導入 
     発電、送電にわたる系統全体の安定を図る体制の構築が課題、またコスト競争に 
     なると設備維持の要員、経費が削減されやすい 
     ◆先行している欧州の事例研究を通じて、送電網の安定を図る方法論の検討 
       （給電指令権限など）   

 

 ２．電力コストの上昇の懸念 
   ●原子力発電所の停止が長引き、円安の影響が上乗せされて、増加する化石燃料 
     の海外調達費用のコスト負担増 
     ◆原発の再稼働に向けた安全確保の方法論の早期確立   
     ◆発電の1次ｴﾈﾙｷﾞｰの確保に向けた電力MIXの検討、 
     ◆円安の環境下でのｴﾈﾙｷﾞｰ調達経費削減の方法論の検討    
     
   ●再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ比率拡大のための投資 と 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ拡大のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 
    (FIT：固定価格買取制度 等）原資の電気料金への付加    
 

日本の電力の現状は、結構厳しい！ 





将来電力構成予測（IEA World Energy Outlook 2012  New Policy Scenario)  
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世界エネルギ変換の温室効果ガス寄与度(2005年) 

・Source: Roadmap for a Low-Carbon Power Sector 2050 



資源エネルギー庁 エネルギー白書2013 

日本のサンキーダイヤグラム（2011年度） 



火力発電所熱効率の各国比較 

ECOFYS: International Comparison of  

Fossil Power Efficiency and CO2 Intensity(2011)  

石炭火発 石油火発 

 
 ●日本の火力発電の効率は、長年にわたる 
  保守技術の維持向上や、メインテナンス 
  頻度の高さなどの背景で世界と対比して 
  非常高い。 
 
 ●しかしながら、現状の、火力発電設備の高い 
  稼働状況や経営合理化などが続くと、高い 
  発電効率の維持に課題が多い。 

 

ガス火発 



エネルギー・食糧自給率各国比較(2008年) 
自
給
率

(
%
)
 



ｸﾙﾏの燃料多様性  （現在） 



ｸﾙﾏの燃料多様性  （近未来予想） 



金属資源の制約 

Fuel Cellを爆発的に作れない 

←現有埋蔵量 
（商業Ｂase) 

総埋蔵量 
(ﾘｻｲｸﾙ含む) 

→ 

● 

希少金属は特定の地域(特に中国)に偏在 
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● 

● 
● 

● 

NIMS 「2050年までに世界的な資源制約の壁」より 

金属資源には限界があり、将来の電気自動車の増加には間に合っていない （特に磁石系） 



レアアース価格推移 

■ レアアース金属価格推移 

尖閣列島 

漁船衝突事故 

中国政府 

レアアース 

輸出規制 

中国政府 

資源税引き上げ 

中国政府による 

レアアース 

価格統制 

米国 欧州 

WTO提訴 

レアアース価格は、需要と供給バランス以外に、各国の政策が大きく影響 


